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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は核軍縮・核不拡散政策におけるIAEA査察の効果を理論的・実証的に検
証し、査察の役割を高めるために改善すべき点を明らかにすることである。
本研究では、第一に、情報の秘匿性が強いIAEA査察の具体的内容を把握するためにIAEAを訪問して情報収集をお
こなった。それによって核問題において政策ツールとして扱われるIAEAが中立性と国際的影響力を持った政治主
体であることを確認し、核研究における捉え方を変化させる必要性を示した。第二に、取得した情報を基にし
て、違反行為の検出と抑止の効果を高めるための査察システムの制度改善の方向性を理論的に検証し、ひいては
IAEA査察研究の今後の方向性をも示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to verify effects of IAEA inspection system 
theoretically and empirically, and contribute to nuclear nonproliferation policies. 
In order to collect specific information about IAEA inspection procedures and activities which is 
not open to the public, we interviewed with IAEA inspectors and collected documents which have not 
been released on the public. They showed that IAEA was never a policy tool but an independent actor 
which had neutrality and influence to an international society different from a public image. It 
indicates that the approach to nuclear study must be changed. On the basis of the information, we 
theoretically verified the inspection system for enhancing detection capability and deterrence 
effect, and showed the future direction of IAEA inspection study. 

研究分野：軍縮・軍備管理
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、これまで不透明性を批判されてきたIAEA査察の具体的な実施過程にまで踏み込んで査察
制度の改善を検証したことにある。先行研究には含まれていない情報を取得することでより効果的な査察制度の
あり方の検証をおこない、それを基にして違反の検出能力と違反の抑止効果を高めるための査察の方法を検討し
た。
IAEA査察によって核不拡散条約の違反行為を確実に検出すること、および、強固に抑止することは国際社会の安
定に不可欠であり、北朝鮮・イランの核問題を解決するためにも、ひいては新たな核保有国出現の防止において
も、本研究の社会的意義は大きいといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究の開始年である 2017 年度においては、北朝鮮核問題の未解決やトランプ大統領による
イラン核合意への批判など、核拡散問題の深刻化が大いに懸念されていた。そのため、本研究の
テーマである IAEA 査察も含めた核不拡散政策の推進が強く望まれる国際情勢下にあった。 
しかしながら、IAEA 査察の研究は、違反行為の検出能力を上げるための科学技術や原子物理
学関連のものに限られており、査察制度そのものが具体的に国家の政策に及ぼす影響を測るこ
とができていない。さらには、査察制度の具体的な実施過程に関する情報がほとんど公開される
ことがないため、現行の査察制度の課題や不足点を詳細に検討するための資料を入手すること
も困難である。 
このように核軍縮・核不拡散研究の推進が求められる社会情勢とそのためには先行研究にお
ける不足点を解消する必要性が高まっていたことを受けて本研究を開始した。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は IAEA 査察制度に着目して核軍縮・不拡散体制が国際社会の安定に貢献するた
めの条件の模索であり、具体的には以下のとおりである。 
（１）情報の不透明性を批判されることが多い IAEA 査察の具体的な実施過程を可能な限り明ら
かにし、核不拡散政策における IAEA 査察の重要性を改めて明らかにすること。 
（２）取得した情報から現行の IAEA 査察制度を理論的に検証し、より効果的な査察制度を研究
し、核軍縮・核不拡散の活動に貢献すること。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では IAEA の査察手続きを理論的側面および経験的側面の双方から検討する。 
（１）IAEA 査察の活動に関する内部情報を取得し、これまで明らかになっていない査察の実施
における活動内容を詳細に検証する。具体的には IAEA を訪問して査察官をはじめとする関係者
へのインタビューとオンライン公開されていない内部資料の収集である。原子力関連施設は国
家のエネルギー政策および安全保障政策にかかわるために関連情報を一般公開されることはほ
とんどない。そのために、実際に査察の実行手続きおよび現場訪問を経験した人から情報を得る
こと以外に手段がほとんどないと考えられる。 
（２）上述した IAEA 内部情報に加えて他の軍縮条約や査察制度における課題を参考にして IAEA
査察を理論的に検証し、より効果の高い査察制度のあり方をモデルで示すことを試みる。査察と
いう行為自体は社会で一般的に用いられる制度であるが、IAEA 査察では主権国家が対象である
ことから生じる制約などを前提条件に加える必要があり、そのような不完備情報下においても
違反行為の検出率の上昇および違反の抑止効果を高める手段を考察する。 
 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は以下の通りである。 
（１）IAEA 査察の実施過程と活動に関する具体的な情報と資料の収集。在ウィーン国際機関日
本政府代表部の方からの紹介によってイラン核合意に基づくイラン核査察の担当官および IAEA
追加議定書の作成の中心人物の一人であったローラ・ロックウッド氏へのインタビューをおこ
なうことができた。担当官の方からはイランの核合意に基づく査察について質問し、実際の核査
察の現場においておこなわれる査察の手続きや実施過程など、外部者では全く知ることのでき
ない活動内容を知ることができた。長らく IAEA に勤めたロックウッド氏からは国際社会におけ
る IAEA の活動や国連との関係など、国際社会における IAEA の立場と活動方針を聞くことがで
きた。 
 
（２）IAEA の Archives room を訪問し、オンライン公開されていない過去の資料を閲覧・収集
した。IAEA の過去の活動に関する資料の多くは機密扱いとなっており、機密解除されたもので
も一般に目にすることができないように保管されている。そのためにコピーを入手したい資料
を指定することも難しい。2017 年度の訪問時には資料を制限付きのコピーもしくは写真撮影で
しか入手できなかったが、2018 年度から大部分が pdf 化されたことで内容の確認が非常に容易
になった。査察制度の制定や査察をめぐる IAEA と主要国との議事録や書簡などを確認すると、
冷戦時代においても IAEA には国際機関に指摘されがちな影響力の無さは決してなく、核問題に
おける確かな地位を得ていることを確認できた。 
 
上述した（１）および（２）によって IAEA の国際社会における中立性と国際的影響力がある
ことを明確にすることができた。核問題の研究において IAEA は「政治主体（アクター）」として
は捉えられず、IAEA 査察が米国や国連の「政策ツール」として捉えられてきた。しかしながら、
本研究の成果からいえることとして、IAEA は米国などの都合に合わせて査察結果を示すことは
なく、厳正中立の立場から査察結果を示してきた。つまり IAEA は独立した政治主体なのであり、
それを前提として核軍縮・核不拡散政策を立案する必要があるのである。 



 
 
（３）IAEA 査察の詳細な情報と査察に関する先行研究の理論モデルから、限られたリソースを
基に継続して加盟国の査察をおこない、違反行為の検出と抑止効果を発揮するモデルをベイズ・
モデルによって考案した。基本かつ重要なことは査察を受けたことが違反を疑われて査察を受
けたのかそれとも IAEA 査察のルーティン・ワークの一環として受けたのかを不明確にすること、
すなわち査察対象国の不完備情報とすることである。 
 

 
Hardliner's preference: (ins,vio) ≥ (not,not) ≥ (ins,not) ≥ (not,vio) 

Softliner's preference: (not,not) ≥ (ins,vio) ≥ (ins,not) ≥ (not,vio) 

Inspectee's preference: (not,vio) ≥ (ins,not) ≥ (not,not) ≥ (ins,vio) 

 
 
情報集合を図のように作り出す査察システムを構築することでそれが可能となる。それによ
ってたとえ違反する意思を持つ国家であっても、いつ違反に気が付かれずに核開発をできるか
明確に予測することができなくなり、違反行為への抑止効果が常に発揮されるからである。 
上記の基本型で明らかにした査察の効果を最大化させる具体的政策の立案である。現実によ
り適応させたモデルを構築することで、本理論を具体的な政策に落とし込む方法を模索した。 



 
 
 この複雑モデルは今後の課題であるが、本研究の過程において最適な査察モデルの構築には、
機械学習の導入による最適化の実証が適しているという結論に至った。そのため、今後はモデル
構築に機械学習を導入してより詳細な理論分析をおこなう所存である。 
 
（４）IAEA 査察が核開発計画を発見できなかった事例としてイスラエル、韓国、台湾がある。
イスラエルに関する情報は IAEA Archives room でもほぼ見つけることができず、機密を解かれ
ていないと推測される。韓国と台湾は IAEA 査察ではなく CIA によって見つけられて米国によっ
て阻止されたが、その原因となったのは中国の核開発に米ソが適切に対応できずに核開発を許
したことで安全保障の懸念が大いに高まったためである。この点は西ドイツに安全保障の提供
と合わせて PTBT, NPT, IAEA 査察を受け入れさせてヨーロッパの核拡散の可能性をほぼゼロに
したヨーロッパの核不拡散政策とは正反対の事例である。冷戦時代の核不拡散政策には不足点
があることと、その改善の必要性を示した単著を刊行した(芝井 2019)。 
 
査察は保障措置の一環として重要な政策であると認識されてきた一方で、査察そのものに着
目した国際政治上の学術研究はされてこなかった。核軍縮・不拡散分野において「査察」が実質
手的な政策としてどれほどの効果と意義を持つのかについて研究することは当分野においてき
わめて重要な視点である。今後も継続して研究をおこない核軍縮・不拡散研究に貢献する所存で
ある。 
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